  4.　避難住宅【仮設住宅・借上げ住宅・在宅避難】　

	

	【問題提起】

①　仮設住宅

　　仮設住宅の問題について、居住期間が長期化することを前提にすると、女性の視点から次の３点が挙げられます。

　　第１は、家族のプライバシーは守られることになりましたが、家族関係の問題や家族メンバーの問題が、他から見えなくなることによって種々の問題が発生することです。特にプレハブ仮設住宅は狭く、過密居住することによる家族間や個々人のストレスは大きく、失業や将来の不安等を抱えている人もいます。そのはけ口として避難所生活の時には隠れていたＤＶが再発したり、新たに引き起こされる場合もあります。

　　第２は、「住宅」の質の低さによって日常生活に支障をきたし、特に家事・育児・介護をになう女性、高齢女性にとって負担になっていることです。問題は以下の通りです。後にうまく追加工事で改善された内容もありますが、そのままのところもあります。

　　(ア)断熱性能に欠けることによる夏の暑さ、冬の寒さ（結露とカビ、水道管の凍結）、(イ)防音性能に劣るため近隣騒音がひどい、(ウ)収納不足、(エ)ユニットバスが狭く浴槽が高くて入りにくい、(オ)玄関・出入口や浴室等の段差、(カ)掃き出し窓のないタイプでは洗濯干場に困る、(キ)台所の調理台が無いタイプがある、(ク)玄関や窓の庇が無いなどです。

　　第３に仮設住宅周辺環境の安全と生活利便性の問題です。(ア)当初街灯の設置がなく、女性や子どもが夜間外出するのが危険であったこと、(イ)購買施設が近くになく、「買い物難民」を生み出したことなどがあげられます。買い物代行サービスも好評でしたが、商店街に行き、店の人や買い物に来た人との交流を求めて、商店街へ往復するための車の手配（移動サービス）を求める声が高かったところがあったことは記憶すべきでしょう。

　（仮設住宅については第１部6.を参照）
②　借上げ住宅・在宅避難

　　借上げ住宅、在宅避難の場合は、分散して避難生活を送っていることから、行政や民間からの情報が伝わらず、支援物資の支給が渡らない等の問題がありました。様々な悩みや問題を抱えていますので、プレハブ仮設住宅居住者と同様、相談や専門的助言を受けられる体制が必要でした。

③　福祉仮設住宅
　　福祉仮設住宅については量と質の問題があります。阪神・淡路大震災では高齢者・障害者を対象としたグループホームが設置されました。東日本大震災でも比較的早く厚生労働省の指示によりグループホーム型仮設住宅（福祉仮設住宅）が提供されるようになったのは前進です。しかし、３割以上が65歳以上という高齢化が進んだ地域を含む東北地方の被災地では、岩手県10カ所120戸、宮城県19カ所269戸、福島県２カ所18戸、合計31カ所407戸のようにあまりに少ない状況です。

　　また驚いたことに、福祉仮設住宅でありながら、玄関の間口が狭く、車椅子で住宅の出入りが困難な住宅が提供されていました。

	


【処方箋－１】ＤＶシェルターや女性の相談窓口・女性の居場所を開設する

　生活や経済の不安、それに仮設住宅というストレスの多い居住空間により、ＤＶや虐待等の暴力が発生することを防止し、また起こった時のためにＤＶシェルターを設置すべきです。加害者からの保護を必要とするために設置場所には配慮し、暴力を受けずに生活再建できるようにする必要があります。

　また、様々な女性にかかわる相談窓口や居場所づくりについては、できるだけ身近なところに設置することが求められます。女性センターを中心に、仮設住宅の常設の相談所・居場所と、集会所で定期的に開催する相談所・居場所等が組み合わされているとより良いでしょう。

【処方箋－２】人的（生活）サポートを導入し仮設住宅自治会役員や管理人に女性を登用する

　被災者の個々の悩みや問題について相談でき、解決するための支援が必要です。阪神・淡路大震災の教訓から、孤独死を未然に防ごうと、生活支援員等の様々な名称の人的支援が行われるようになりました。個人情報保護法への過剰な反応によって本当に支援が必要な人への支援ができないといった問題もありますが、問題を敏感に早期に把握し対応することが可能です。

　また、内閣府が新成長戦略（2010年６月18日閣議決定）に基づき導入した、パーソナル・サポート・サービス（ＰＳＳ）は、「様々な生活上の困難に直面している方に対し、個別的・継続的・包括的に支援を実施するもの」で、ここでは、個々人が抱える生活・雇用・健康・医療・福祉・法律等の様々な分野での専門的支援を行い、解決をめざすものとして仙台市とＮＰＯにより実施されました。

　このように、専門的支援、より緩やかな相談援助、地縁的ネットワーク（自治会や近隣の付き合い）、ボランティアによる活動といった人的ポートによって、様々な悩みを解消し、孤独死を防ぎ、生きがいを見つけ、生活再建に踏み出す力をつけることができます。

　また、女性の悩みやニーズに共感し、解決するためには、仮設住宅の自治会役員や管理人に女性を積極的に登用することも重要です。福島県飯舘村は、原発事故により全域が「計画的避難区域」に指定され、全村で応急仮設住宅団地等に避難しました。この仮設住宅団地９か所中、８か所に意識的に女性管理人を配置しました。育児や介護の問題や、女性の下着や生理用品等、女性が必要とする支援物資等も、「我慢」せずに要求を出せると評判です。

【処方箋－３】コミュニティの中で女性のエンパワメントをすすめる

　女性が交流し、活発な活動を展開することで、仮設住宅コミュニティは活性化します。女性のニーズに応じた料理教室や手芸教室等の多様なイベントから発展して、女性の仕事づくりに繋がる可能性もあります。

【処方箋－４】女性建築技術者、女性プランナーを活用する

　仮設住宅の計画、管理、改善において、女性建築技術者を積極的に登用することで、より生活とコミュニティを活性化させる仮設住宅の提供が可能です。また、仮設住宅の居住性の問題が発生した場合にも、男性建築技術者よりも女性建築技術者の方が、問題点を発見し、改善につなげることができます。福島県の女性建築技術者によるＮＰＯ法人「結」は、県内の仮設住宅のバリアフリーの状態をチェックし、改善の提案を行いました。

　さらに、仮設住宅の配置は、仮設住宅団地のコミュニティの活性化の上でも非常に重要です。計画段階で女性プランナーの参画を促すことで、女性の安全や洗濯干場や子どもの遊び場を配慮し、集会所を中心とした、コミュニティに配慮した住宅地になるでしょう。

【処方箋－５】福祉仮設住宅の量と質

　福祉仮設住宅は、被災する高齢者の割合が高いため、地域の高齢化率以上の量を提供する必要があります。バリアフリー住戸は、①住戸の出入口、住戸内のトイレ・浴室・居室にてすりをつけ、②段差をなくし、③車椅子が移動できる幅員を確保し、④出入りしやすい浴槽を、最初からユニットとして提供できるようにしておくべきです。

　また単身高齢者を対象とした福祉住宅は、孤立しないようにグループホーム型とし、現在のグループホームの制度にこだわらない柔軟な運営とする必要があります。
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